第１６章　府民所得
概況
　昭和48年秋の石油ショックにはじまる物価高騰は、個人の消費支出に強い影響を及ぼし、生活防衛のための節約・貯蓄傾向が強まった。また、物価の異常な高騰を抑えるため、政府は48年から始めた総需要抑制策を一層強化し、金融の引締め等を行った。このため、住宅建設、設備投資が減退し、個人消費もあわせて、最終需要が軒並み停滞した。さらに企業では、売上げの鈍化、収益の悪化に伴って在庫調整、生産調整や、新規採用のストップ、一時帰休等の雇用調整を行った。この結果、昭和49年度の日本経済は、戦後はじめてのマイナス成長となった。
　このような日本経済の動向下における大阪府の49年度府民総生産は、名目で13兆5,400億円、実質で８兆9,500億円に達したが、成長率は名目で13.3パーセント、実質でマイナス2.5パーセントとなり、全国(名目17.9パーセント、実質マイナス0.2パーセント)に比べて一層不況が深刻であったといえる。
府内純生産
　昭和49年度の府内純生産は11兆6,000億円で、前年度に比べて15.0パーセント増加したが、この伸び率は昭和40年代としては、40年度の7.9パーセント、46年度の8.0パーセントについで低いものである。
　産業別にみると､第１次産業は367億円で前年度比17.2パーセントの増加となったが、府内純生産に占める割合は0.3パーセントである。
　第２次産業は４兆6,443億円で、前年度に比べ11.1パーセントの増加であった。このうち建設業は、不況による建設工事の減少により2.2パーセントの減少となった。一方、製造業の純生産は13.7パーセント増加したが、業種別では、石油・石炭、食料品、輸送用機器等でよく伸びているが、消費者の買い控えによる影響と、住宅建設の落ち込みにより、繊維、電気機器、木材等は大幅に減少している。
　第３次産業は、６兆9,177億円で前年度に比べ21.0パーセントの増加であった。このうち卸・小売業は、景気の後退による個人消費の停滞の影響をうけて、前年度の伸びを著しく下回った。また、金融・保険・不動産業も、金融の引締め、住宅建設の減少により伸び率は半減した。しかし、電気・ガス・水道業は、不況による電力消費量の低下にもかかわらず、料金改訂によって31.9パーセントの大幅な増加となった。
府民所得の分配
昭和49年度の府民所得は、11兆3,400億円で前年度に比べて13.5パーセント増加した。１人当りの府民所得は、48年度よりも11万円増の139万円で、１人当り国民所得106万円の1.3倍となっている。
　項目別では、府民所得の過半数を占める雇用者所得が前年度と同様に24.7パーセントの高い伸び率を示した。ここ数年来、雇用者所得はいずれも20パーセント以上の伸びを見せているが、消費者物価の大幅な上昇により、実質ではそれ程伸びていない。
　個人業主所得は、個人消費の伸び悩みと、個人企業の売上高の低迷により、前年度の37.1パーセント増から1.7 パーセント増と著しく縮小した。
　個人財産所得は、23.7パーセント増と順調に伸びているが、なかでも、利子所得はインフレ下にある府民の貯蓄増が影響して伸びが著しい。
府民総支出
　昭和49年度の府民総支出は、名目で13兆5,400億円、実質（45年基準）で８兆9,500億円であり、それぞれの対前年度増加率は13.3パーセント、マイナス2.5パーセントであった。実質でマイナスになった原因としては、個人消費の伸び悩み、民間住宅建設、民間設備投資、在庫投資の減少等があげられる。
　個人消費支出は名目で23.3パーセントの伸びを示したが、消費者物価の急騰により、実質では5.2パーセントの低い伸びにとどまった。消費者物価の高騰は、賃金を切下げ、48年末の物不足とあいまって、消費者の先行き不安をかもし出し、これまでの大量消費・使い捨ての消費行動から、節約・貯蓄傾向の強い消費行動へ変化させ、特に衣服、耐久消費財の買い控えが目立った。
　民間住宅建設は、金融の引締め、住宅ローンの抑制、建設コストの高騰等による個人の住宅需要の冷え込みによって、名目で20.3パーセント減、実質で30.0パーセントの減少となった。
　在庫投資は、49年夏以後、企業の在庫調整が進んだ結果、名目、実質とも減少に転じた。
　財政投資は、48年度が総需要抑制策の影響をうけて、実質で13.1パーセント減少したが、49年度は、国出先機関における公共投資の前年度からの繰越しによる増加、府・市町村での普通建設事業費の増加、さらには公団住宅、公営住宅建設の促進による財政住宅の大幅増によって、実質で14.8パーセントの伸びを示した。
